












































































































































































































































ョンという 3 分類を統合化する必要性について、1970 年代にアメリカやイギリスにおいて議論されてきた。1982 年に、イギ
リスで公刊されたバークレイ報告において、コミュニティケアの展開に伴ってコミュニティに焦点をあてた新たなソーシャル
ワーク業務の進め方として、コミュニティソーシャルワークという概念が打ち出され、コミュニティソーシャルワークの機能











































































































































































整備 5 か年計画」を「第 2 の節目」として位置づけている。また、1990 年社会福祉関係八法改正に伴う「社会福祉行政の市
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